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●被爆者問題懇を設立
●障がい児教育の体制整備を
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原爆症認定の解決をめざす
民主党国会議員
３０人が参加

会合では、原爆症認定集団訴訟（解説記事を参照）の現状と政府の対応について、厚生

労働省の担当者から説明を受けた。同省が大阪地裁判決を不服として大阪高裁に控訴した

ことに対し、出席者からは異論が相次いだ。また、いわゆる被爆２世の健康診断にがん検

診を含めるべきとの意見も出されたが、同省からは放射線影響研究所において調査中との

回答にとどまった。

会合終了後、松本大輔事務局長は「被爆者に残された時間は少ない。一日も早い政治的

決断が必要だ。党派を超えて（解決を）働きかけてゆきたい」と述べた。

民主党は６月１５日、「被爆者問題議員

懇談会」を設立し、国会内で初会合を開い

た。被爆者の高齢が進む中で、原爆症認定

基準の見直しや被爆者健康管理などについ

て、政治的決断による早期解決を目指すの

が目的。

議員懇には、広島、長崎県選出の国会議

員を中心に衆参３０人が参加した。会長に

高木義明衆院議員＝長崎１区＝、事務局長

に松本大輔衆院議員＝比例中国＝を選出。

広島県からは松本氏のほか、三谷光男衆院

議員、柳田稔参院議員が出席した。厚生労働省の担当者（手前）から説明を受ける議員懇出席者

原爆症の認定申請を却下された被爆者が、国に却下処

分の取り消しや１人あたり３００万円の損害賠償を求め

た訴訟。全国１３地裁に１７０人（うち２６人は既に死

亡）が訴えている。

このうち近畿地方の被爆者９人について、５月１２日、

原爆症の認定申請を却下した国の処分を取り消す判決を

大阪地裁（西川知一郎裁判長）が言い渡した。

判決は、原爆投下後に爆心地に入った「入市被爆者」

や、爆心地から２キロ以上離れた場所で被爆した「遠距

離被爆者」も原爆症と認定。「被ばく線量を機械的に適

用して判断することは相当でない。被爆前後の生活状況

や健康状態などを総合的に考慮して判断すべき」とした。

これまでの画一的な原爆症認定行政の転換を求めた画期

的な司法判断として評価されるとともに、８月にも言い

渡される見込みの広島地裁判決にも注目が集まっている。

なお、全国の被爆者健康手帳所持者２６６，５９８人

に対し、原爆症と認定された認定被爆者は２，２３２人

（０４年度末現在）。０４年度の申請件数は６３０件に

上るが、認定件数は１５９件、２５％にとどまっている。

原爆症認定集団訴訟原爆症認定集団訴訟 解 説



大竹市長選、入山氏が初当選
投票率６８．４９% 現職らを大差で破る

任期満了に伴う大竹市長選挙は６月２５日、投票が行わ

れ、即日開票の結果、無所属で新人の会社社長、入山欣郎

氏（５９）が、再選を目指す現職と無所属の新人を大差で

破り、初当選を果たした。

当選確実の報を受けた入山氏は「ふるさとのまちづくり

に、みんなで取り組みたい」と市政の抱負を述べた。

投票率は６８．４９％。強い雨が一日中降ったことも影

響し、前回の７１．４８％を２．９９ポイント下回った。

地方
選挙
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当選の報を受け、万歳する入山新大竹市長（左から２番目）
と松本大輔衆院議員（右端）

現行の盲ろう養護学校を特別支援教育学校に改組する学校
教育法改正案の審議が６月９日、衆院文部科学委員会にて行
われ、松本大輔衆院議員＝比例中国＝が質疑に立った。松本
氏は法案審議に際し、養護学校や盲学校、ろう学校など、７
回にわたって現場を視察したことを明らかにし、現場の声を
生かして質疑を進めると前置きした上で本論に入った。
質疑では、まず盲ろう養護学校における教員の特殊教育免
許状保有率について、全国平均が５８．３％にとどまってお
り、都道府県別では３割から８割のばらつきがあることを指
摘し、改善を求めた。小坂文部科学大臣は、保有率の低い地
域に対し、個別に改善を促すための対応策を考えたいと答弁
した。続いて、少子化の中にあって特殊教育を受ける児童生
徒の数が９年前に比べて６４，７００人、３８％も増えてい
る現状を指摘し、行政改革推進法による教育公務員削減が障
がい児教育に悪影響を及ぼすことのないよう配慮を求めた。
また、肢体不自由の子ども向けのリハビリについて、身体
機能の獲得には幼児期のリハビリが特に重要で、その後の人
生の選択肢が大きく変わるという保護者の声を紹介。リハビ
リを担当する訓練士の給与が国庫負担の対象となっていない
ことを取り上げ、善処を求めた。小坂文科相は特別免許採用
試験の運用改善によって対応したい、と前向きな姿勢を示し
た。
さらに、視覚障がい児向けのいわゆる拡大教科書について、
ボランティアに過度に依存している現在の製作・供給体制を
取り上げ、著作権の取扱いや原本の供給について便宜を図る
ように求めた。小坂文科相は拡大教科書の普及に向けた取り
組みを紹介した上で、要望の点についても前向きに検討した
いと応じた。

７回の現場視察を踏まえ、政府に要望特別支援教育に関する
学校教育法改正案審議

2,676票4,518票当 9,488票

神尾 光輝
（無所属・新）

中川ひろし
（無所属・現）

入山よしろう
（無所属・新）

■大竹市長選開票結果（当日有権者数24,551人）

国会で質疑に立つ松本大輔衆院議員

現地視察のようす
視察先▼県立広島養護学校[肢体不自由]（3/13、写真
左上）▼市立広島養護学校[知的障がい]（3/13）▼東
京都立北療育医療センター（4/20、写真右上）▼県立
広島西養護学校[病弱]（4/24）▼県立広島ろう学校
（4/24、写真左下）▼広島市発達障害者支援センター
（4/24）▼広島県立盲学校（5/1、写真右下）


